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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第２四半期連結
累計期間

第18期
第２四半期連結
累計期間

第17期
第２四半期連結
会計期間

第18期
第２四半期連結
会計期間

第17期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 2,025,4472,242,9431,020,2891,092,5164,247,609

経常利益

又は経常損失（△）（千円）
121,363△98,992 △12,808 △76,451 278,651

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）（千円）
59,993△420,434△34,631△228,813 121,710

純資産額（千円） － － 3,295,1572,795,7093,446,269

総資産額（千円） － － 4,666,7014,417,2684,872,523

１株当たり純資産額（円） － － 29,621.1624,758.0730,673.01

１株当たり四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）（円）
594.60△3,957.77△334.49△2,153.941,183.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
574.73 － － － 1,171.15

自己資本比率（％） － － 67.4 59.5 66.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
209,321 354,357 － － 283,069

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△494,416△697,619 － － △1,201,295

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
937,349 126,134 － － 901,501

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,527,648589,046 841,556

従業員数（人） － － 396 465 449

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第17期第２四半期連結会計期間、第18期第２四半期連結累計期間及び第18期第２四半期連結会計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため、記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社においても異動はありません。　

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

なお、Aeonsoft Inc.は平成22年７月１日をもって、Gala Lab Corp.に商号変更しております。 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 465 (13)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第２四半期連結会計期間の平均人員を（ ）内に外数で記載し

ております。 

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人）     19 　
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項はありません。
 

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注実績については、当社グループは受注生産を行っていないため、受注状況の記載

はしておりません。
 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

        前年同四半期比（%）

　　　日本（千円） 218,375 －

　　　米国（千円） 267,776 －

　　　欧州（千円） 461,410 －

　　　韓国（千円） 144,954 －

合計（千円） 1,092,516 －

　　　（注）セグメント間の取引については相殺消去をしております。

　

　　

２【事業等のリスク】

  　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

　（１）業績の状況

　　　　当第２四半期連結会計期間における当社グループのおかれるインターネット業界におきましては、各国において

ブロードバンドの普及を背景に、個人の生活にインターネットが浸透し、オンラインゲームやＳＮＳなどのコ

ミュニティの利用者が増加し続けており、利用者の情報発信も増加し続けております。
 
　　　　当社グループの当第２四半期連結会計期間における業績の概況は以下のとおりであります。

 
　　　　当第２四半期連結会計期間の売上高は、1,092,516千円（前年同四半期比 7.1％増）となり、円高の影響を受けた

ものの米国及び韓国子会社の売上高が伸長した結果、増収となりました。

  また、今後の収益拡大に向けた韓国子会社の人件費や販売促進のための広告費用の増加等により販売費及び

一般管理費が増加した結果、営業損失53,748千円（前年同四半期営業利益 8,304千円）、経常損失76,451千円

（前年同四半期経常損失 12,808千円）となり、過年度外国付加価値税 130,919千円を計上した結果、四半期純

損失 228,813千円（前年同四半期純損失 34,631千円）となりました。

　　　　　 

　　　　①オンラインゲーム事業

　　　　　　当社連結子会社Gala-Net Inc.（米国）においては、第１四半期連結会計期間に「Aika Online」の商業

化を開始し、徐々にではありますが、売上高に貢献してきております。なお当第２四半期連結会計期間にポータ

ルサイト「gPotato」の登録会員数が800万人を突破（平成22年7月3日）しております。

　　　　　　当社連結子会社㈱ガーラジャパン（日本）においては、第１四半期連結会計期間に「Flyff Online」及び

「Iris Online」の商業化を開始いたしましたが、当第２四半期連結会計期間はシステムトラブルやアカウン

　　　　　トハッキングの影響を受け、売上高は横ばいで推移いたしました。

　当社連結子会社Gala Networks Europe Ltd.（欧州）においては、当第２四半期連結会計期間にポータルサ

イト「gPotato.eu」の登録会員数が500万人を突破（平成22年8月8日）いたしました。また、グループの
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「gPotato」ブランド戦略の一環として、ポータルサイトの改善や高機能化を実施すべく、韓国に海外事務所を

設立する準備を引き続き行うなど、欧州だけではなく、グループ全体の成長に向けて体制を整えました。

　当社連結子会社Gala Lab Corp.（韓国）においては、第１四半期連結会計期間に運営を開始したポータルサ

イト「gPotato.kr」による売上高は順調に推移してきております。なお、自社開発タイトル

「iL:Soulbringer」を商業化いたしました。

　　　　　　その結果、当第２四半期連結会計期間のオンラインゲーム事業の売上高は、993,908千円（前年同四半期

比7.6％増）となりました。 

　　　　②その他事業

　　　　　　当社連結子会社㈱ガーラバズにおいて、インターネット全体を対象とした広範囲なデータの収集・分析によ

り、企業に対して有益なマーケティング情報やリスク情報を収集し、報告するモニタリングサービス「e-マイ

ニング」を提供しております。

また、当社連結子会社㈱ガーラウェブにおいて、オンライン・コミュニティの運営受託やウェブサイトの構

築・運営を受託するサービスを提供しております。

その他事業の当第２四半期連結会計期間の売上高は、98,608千円（前年同四半期比1.9％増）となりました。 

　  

　　　　セグメントの業績の概況は次のとおりであります。
 
　　　   ①日本

　　　　　　　日本では、オンラインゲーム事業において、4月に「Flyff Online」、6月に「Iris Online」の商業化を

開始し、当第２四半期は積極的に運営活動を行いましたが、システムトラブルやアカウントハッキングの影

響により売上高が伸びず、その他事業の減収もあり、当社及び連結子会社による売上高は222,141千円（内部

取引を含む)となり、コスト削減効果も売上減収分を補えず、営業損失が78,698千円（内部取引を含む）とな

りました。 
 
　　　　 ②米国

　　　　　　　米国では、オンラインゲーム事業において、4月に商業化した「Aika Online」の売上が貢献してきており、連結子

会社Gala-Net Inc.による売上高は267,776千円（内部取引を含む）と伸長し、かつ販売管理費を削減したこ

とから営業利益は2,405千円（内部取引を含む）となりました。
 
　　　 　③欧州（アイルランド）

　　　　　　　欧州では、オンラインゲーム事業において、前連結会計年度に商業化を開始した新規タイトルのプロモー

ションに注力した結果、連結子会社Gala Networks Europe Ltd. による売上高は461,410千円、営業利益が

30,660千円（内部取引を含む）となりました。 
 
　　　　 ④韓国

　　　　　　　韓国では、オンラインゲーム事業において、連結子会社であるGala Lab Corp.において運営事業を開始しゲーム

ポータルサイト「gPotato.kr」による「武林英雄」、「iL:Soulbringer」が商業化するとともに、東南アジ

ア各国へのライセンスによる収入も増加し、売上高は305,717千円（内部取引を含む）と伸長しましたが、

ポータルサイト運営等に関わる費用増加を吸収しきれず、営業損失は7,046千円（内部取引を含む）となり

ました。

 

　（２）キャッシュ・フローの状況

　現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、第１四半期連結会計期間末残高に比べて37,091

千円増加し、589,046千円となりました。
 
　　　　 ①営業活動によるキャッシュ・フローの状況

　　　　　　　営業活動によるキャッシュ・フローは、得られた資金が 150,478千円（前年同四半期は65,543千円の獲得）とな

りました。収入の主な内訳は減価償却費 104,129千円、のれん償却額 44,506千円であり、支出の主な内訳は、

仕入債務の減少額 36,598千円、法人税等の支払額 27,280千円であります。
 
　　　　 ②投資活動によるキャッシュ・フローの状況

　　　　　　　投資活動によるキャッシュ・フローは、154,156千円の資金使用（前年同四半期は207,521千円の使用）となり、こ

れは主に固定資産の取得によるものであります。
 
　　　　 ③財務活動によるキャッシュ・フローの状況

　　　　　　　財務活動によるキャッシュ・フローは、6,869千円の資金獲得（前年同四半期は607,531千円の獲得）となりまし

た。これは主に短期借入金の増加によるものであります。

 

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題
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　　　　　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（４）研究開発活動

　　　　該当事項はありません。

　

　　　（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

  当社グループでは、以前から進めてきております収益構造の転換が進んだことにより、収益の事業構成比が

大きく変動し、オンラインゲーム事業が主力となっております。

  当社グループは、更なる収益基盤の強化に取り組んでおり、今後も継続的な収益の見込めるオンラインゲ

ーム事業の拡大に努めてまいりますが、オンラインゲーム事業におけるサービス提供準備や商業化のスケジ

ュールが遅延する等の変動要因が、経営成績に重要な影響を与える可能性があります。 

また、オンラインゲーム事業拡大に伴う資本提携により当社グループの構成や損益構成の変化が、経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。 

　当社グループでは、「オンライン・コミュニティ」を中心としてビジネス展開を行い、継続的な収益の拡大を

実現するため、オンラインゲーム事業を中心にグローバルなビジネス展開を推進し、世界規模のビジネスネッ

トワークの構築にむけて取り組んでまいります。 

オンラインゲーム事業におきまして北米・欧州のＰＣ向けオンラインゲーム市場は引き続き拡大することが

見込まれており、また、その他オンラインゲーム市場の拡大が見込まれる地域でも、当社グループとして、連結

子会社の提供するオンラインゲームタイトルの増加、連結子会社が開発したオンラインゲームの他地域へのラ

イセンス展開を行っていく予定であります。

 

　    （６）経営者の問題認識と今後の方針について

   インターネット環境が日々進化し普及率が高まるにつれて、個人消費者におけるインターネット環境が向

上し、人々のインターネットとの関わり方が変化してきております。

   当社グループにおきましては、インターネットにおけるコミュニティ関連サービスの提供を通じて、世界中

の人々の交流を促進し、地球規模での人と人との交流を大切にしたいと考えております。インターネットにお

ける人々のコミュニケーションの促進を図るオンラインゲームを中心としたビジネスをグローバルに展開

し、リーディングカンパニーとなるための競争優位性の確立期と認識しております。

   中長期的には以下の戦略において事業展開を計画しております。 

         ①オンラインゲーム事業 

　欧米言語圏（主な地域としては、北米、欧州、南米）でのMMORPGを中心としたゲームポータルサービスの確

立を目指します。今後もグループ会社を中心に優良なオンラインゲームを開発し、サービス提供することに

より、継続的かつ高収益を目指し、グローバルなオンラインゲームカンパニーの地位の早期確立を目指しま

す。また、国内のオンラインゲームサービスの収益向上も目指します。
 
         ②その他事業 

  当社グループの提供するデータマイニング事業の収益及び販売体制の拡大を目指します。リスクモニタリ

ングサービスにおいては、現在シェアNo.1のサービスとなっておりますが、サービスの品質向上に努め、更な

る収益の拡大を図ってまいります。

また、コミュニティ・ソリューション事業における更なる拡充及び効率化を目指します。「オンライン・コ

ミュニティ」の確立により派生する新たなサービスを、既存のサービスと相互に関与させることにより、当

社グループのビジネスへの展開を目指しております。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 392,920

計 392,920

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 106,230 106,230
大阪証券取引所

JASDAQ（スタンダード）

当社は単元株

制度は採用し

ておりませ

ん。

計 106,230 106,230 － －

　（注）１．提出日現在の発行数には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。

　　　  ２. 第２四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ヘラクレスであります。なお、大阪証券取

引所（JASDAQ市場）は、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス市場及びNEO市場とともに、新たに開設さ

れた同取引所JASDAQに統合されており、同日以降の上場金融商品取引所は大阪証券取引所JASDAQ（スタン

ダード）であります。
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（２）【新株予約権等の状況】

①会社法に基づき発行した新株予約権

平成19年６月23日開催の定時株主総会特別決議及び平成19年８月15日開催の取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 　80　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　－

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　80　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　114,650　(注)２

新株予約権の行使期間
　自平成21年９月１日

　至平成23年８月31日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　114,650

　資本組入額　 57,325

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 　  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　 (注)３

新株予約権の取得条項に関する事項 　 (注)４

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整

する。

２．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数 ＋　

新規発行株式数 × １株当たり払込金

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数　

　　上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものと

する。

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　　さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由

が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するも

のとする。　
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３．組織再編行為時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

    (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　  残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

    (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　  再編対象会社の普通株式とする。

    (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

    交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

    (5) 新株予約権を行使することができる期間

    新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

    (6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

    譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

    (8) 新株予約権の取得条項

　  下記４ 新株予約権の取得条項に準じて決定する。

４．新株予約権の取得条項

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することが

できる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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②会社法に基づき発行した新株予約権

平成19年６月23日開催の定時株主総会特別決議及び平成19年８月15日開催の取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 　204　(注)１,２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　－

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　204　(注)１,２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　114,650　(注)３

新株予約権の行使期間
　自平成21年９月１日

　至平成23年８月31日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　114,650

　資本組入額　 57,325

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　 (注)４

新株予約権の取得条項に関する事項 　 (注)５

　（注）１．新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数から既に

権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数とする。

２．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整

する。

３．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数 ＋　

新規発行株式数 × １株当たり払込金

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数　

　  上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　 さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとする。　
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４．組織再編行為時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

    (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　  残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

    (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　  再編対象会社の普通株式とする。

    (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

    交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

    (5) 新株予約権を行使することができる期間

    新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

    (6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

    譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

    (8) 新株予約権の取得条項

　  下記５. 新株予約権の取得条項に準じて決定する。

５．新株予約権の取得条項

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することが

できる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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③会社法に基づき発行した新株予約権

平成20年６月28日開催の定時株主総会特別決議及び平成20年7月30日開催の取締役会決議 

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 　1,560　(注)１,２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　－

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　1,560　(注)１,２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　48,000　(注)３

新株予約権の行使期間
　自平成22年８月16日

　至平成27年６月28日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　 48,000

　資本組入額　 24,000

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　 (注)４

新株予約権の取得条項に関する事項 　 (注)５

　（注）１．新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数から既に

権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数とする。

２．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整

する。

３．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数 ＋　

新規発行株式数 × １株当たり払込金

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数　

 　 上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　 さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとする。　
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４．組織再編行為時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

    (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　  残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

    (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　  再編対象会社の普通株式とする。

    (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

    交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

    (5) 新株予約権を行使することができる期間

    新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

    (6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

    譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

    (8) 新株予約権の取得条項

　  下記５ 新株予約権の取得条項に準じて決定する。

５．新株予約権の取得条項

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することが

できる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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④会社法に基づき発行した新株予約権

平成20年６月28日開催の定時株主総会特別決議及び平成20年7月30日開催の取締役会決議 

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年9月30日）

新株予約権の数（個） 　1,690　(注)１,２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　－

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　1,690　(注)１,２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　48,000　(注)３

新株予約権の行使期間
　自平成22年８月16日

　至平成27年６月28日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　 48,000

　資本組入額　 24,000

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　 (注)４

新株予約権の取得条項に関する事項 　 (注)５

　（注）１．新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数から既に

権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数とする。

２．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整

する。

３．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数 ＋　

新規発行株式数 × １株当たり払込金

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数　

 　 上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　 さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとする。　
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４．組織再編行為時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

    (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　  残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

    (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　  再編対象会社の普通株式とする。

    (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

    交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

    (5) 新株予約権を行使することができる期間

    新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

    (6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

    譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

    (8) 新株予約権の取得条項

　  下記５. 新株予約権の取得条項に準じて決定する。

５．新株予約権の取得条項

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することが

できる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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⑤会社法に基づき発行した新株予約権

平成20年６月28日開催の定時株主総会特別決議及び平成20年11月13日開催の取締役会決議 

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年9月30日）

新株予約権の数（個） 　430　(注)１,２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　－

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　430　(注)１,２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　50,973　(注)３

新株予約権の行使期間
　自平成22年11月21日

　至平成26年11月20日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

　発行価格　　 50,973

　資本組入額　 25,487

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　 (注)４

新株予約権の取得条項に関する事項 　 (注)５

　（注）１．新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数から既に

権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数とする。

２．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整

する。

３．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数 ＋　

新規発行株式数 × １株当たり払込金

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数　

 　 上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　 さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとする。　

EDINET提出書類

株式会社ガーラ(E05114)

四半期報告書

17/42



４．組織再編行為時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

    (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　  残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

    (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　  再編対象会社の普通株式とする。

    (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

    交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

    (5) 新株予約権を行使することができる期間

    新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

    (6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

    譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

　　(8) 新株予約権の取得条項

　　下記５. 新株予約権の取得条項に準じて決定する。

５．新株予約権の取得条項

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することが

できる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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⑥会社法に基づき発行した新株予約権

平成21年６月27日開催の定時株主総会特別決議及び平成21年７月15日開催の取締役会決議 

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年9月30日）

新株予約権の数（個） 　120　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　－

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　120　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　97,700　(注)２

新株予約権の行使期間
　自平成23年７月31日

　至平成27年７月30日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

　    発行価格　　97,700　　 

　        資本組入額   48,850   　　　 

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　 (注)３

新株予約権の取得条項に関する事項 　 (注)４

　（注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整

する。

２．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数 ＋　

新規発行株式数 × １株当たり払込金

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数　

 　 上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　 さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとする。　
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３．組織再編行為時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

    (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　  残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

    (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　  再編対象会社の普通株式とする。

    (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

    交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

    (5) 新株予約権を行使することができる期間

    新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

    (6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

    譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

    (8) 新株予約権の取得条項

　  下記４. 新株予約権の取得条項に準じて決定する。

４．新株予約権の取得条項

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することが

できる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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⑦会社法に基づき発行した新株予約権

平成21年６月27日開催の定時株主総会特別決議及び平成21年７月15日開催の取締役会決議 

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 　445　(注)１,２

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　－

新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式　

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　445　(注)１,２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　97,700　(注)３

新株予約権の行使期間
　自平成23年7月31日

　至平成27年7月30日　

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

     発行価格  　　97,700　　 

　       資本組入額  　　48,850        　 

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 　 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　 (注)４

新株予約権の取得条項に関する事項 　 (注)５

　（注）１．新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数から既に

権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数とする。

２．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整

する。

３．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数 ＋　

新規発行株式数 × １株当たり払込金

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数　

 　 上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　 さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整する

ものとする。　
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４．組織再編行為時の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において

残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

    (1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　  残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

    (2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　  再編対象会社の普通株式とする。

    (3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

    交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

    (5) 新株予約権を行使することができる期間

    新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日

から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

    (6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

    (7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

    譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

    (8) 新株予約権の取得条項

　  下記５. 新株予約権の取得条項に準じて決定する。

５．新株予約権の取得条項

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の

取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することが

できる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
　

（千円）

資本金残高
　

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

　平成22年７月１日～

　平成22年９月30日
－　 106,230 －　 2,171,582　 －　 311,151　

　

（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

菊川　曉 東京都港区 46,323 43.60

高田　隆右 静岡県静岡市葵区 4,065 3.82

（株）ベクター　 東京都新宿区西新宿８－１４－２４ 3,500 3.29

宗教法人宗三寺 神奈川県川崎市川崎区砂子１－４－３ 3,144 2.95

鹿嶋　崇幸 神奈川県横浜市鶴見区 2,329 2.19

パク　スンヒョン 韓国ソウル市 2,116 1.99

大阪証券金融（株） 大阪府大阪市中央区北浜２－４－６ 2,046 1.92

川手　広樹　 東京都江東区 1,355 1.27

菊川　匡 東京都世田谷区 1,200 1.12

（株）SBI証券 東京都港区六本木１－６－１ 1,008 0.94

計 － 67,086 63.15

　（注）当社取締役のパク　スンヒョン氏は、所有する当社株式2,116株をCBHK-KOREA SECURITIES DEPOSITORY-ETRADEに委

託しており、同社の名義で株主名簿に記載されております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － 　－　 　－

完全議決権株式（自己株式等） －　 － 　－

完全議決権株式（その他） 普通株式     106,230 106,230

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式 － － 　－

発行済株式総数 106,230 －   －

総株主の議決権 － 106,230   －

 

②【自己株式等】

　当第２四半期会計期間末において、自己株式は保有しておりません。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
　４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高（円） 73,500 69,400 50,800 42,100 37,950 37,100

最低（円） 50,100 41,050 38,000 32,500 32,950 31,000

　（注）株価は、大阪証券取引所（ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」）におけるものであります。なお、大

阪証券取引所（ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」）はNEO市場とともに、新たに開設された同取

引所JASDAQに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場となってお

ります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ガーラ(E05114)

四半期報告書

25/42



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 589,046 841,553

受取手形及び売掛金 217,420 231,583

預け金 18,912 18,590

その他 379,176 493,648

貸倒引当金 △1,211 △1,779

流動資産合計 1,203,344 1,583,596

固定資産

有形固定資産 ※1
 340,413

※1
 277,357

無形固定資産

ソフトウエア 1,038,345 1,241,520

のれん 1,075,485 993,424

その他 409,013 462,184

無形固定資産合計 2,522,844 2,697,129

投資その他の資産

破産更生債権等 155,000 155,000

その他 350,665 314,440

貸倒引当金 △155,000 △155,000

投資その他の資産合計 350,665 314,440

固定資産合計 3,213,923 3,288,927

資産合計 4,417,268 4,872,523

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 61,488 137,384

短期借入金 392,900 213,200

1年内返済予定の長期借入金 100,008 100,008

前受金 227,857 183,689

未払法人税等 15,976 32,097

決済キャンセル引当金 2,216 2,639

賞与引当金 23,466 34,665

その他 544,908 403,291

流動負債合計 1,368,821 1,106,976

固定負債

長期借入金 66,648 116,652

退職給付引当金 51,714 84,121

その他 134,375 118,504

固定負債合計 252,737 319,278

負債合計 1,621,559 1,426,254
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,171,582 2,171,582

資本剰余金 700,041 700,041

利益剰余金 265,031 685,465

株主資本合計 3,136,654 3,557,089

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7,381 3,995

為替換算調整勘定 △499,223 △302,691

評価・換算差額等合計 △506,605 △298,695

新株予約権 165,659 171,845

少数株主持分 － 16,030

純資産合計 2,795,709 3,446,269

負債純資産合計 4,417,268 4,872,523
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 2,025,447 2,242,943

売上原価 301,869 495,731

売上総利益 1,723,577 1,747,212

販売費及び一般管理費 ※1
 1,560,692

※1
 1,826,814

営業利益又は営業損失（△） 162,885 △79,602

営業外収益

受取利息 5,001 2,302

その他 656 880

営業外収益合計 5,658 3,183

営業外費用

支払利息 10,560 8,081

為替差損 34,679 14,158

その他 1,940 333

営業外費用合計 47,180 22,573

経常利益又は経常損失（△） 121,363 △98,992

特別利益

固定資産売却益 － 188

契約解除益 9,456 2,599

新株予約権戻入益 － 33,336

その他 － 545

特別利益合計 9,456 36,668

特別損失

固定資産売却損 － 1,748

固定資産除却損 349 6,311

契約解除損失 12,588 －

減損損失 － 210,688

過年度外国付加価値税 － 130,919

その他 － 1,983

特別損失合計 12,938 351,650

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

117,880 △413,974

法人税、住民税及び事業税 60,884 59,090

法人税等調整額 △8,290 △52,630

法人税等合計 52,594 6,460

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △420,434

少数株主利益 5,292 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 59,993 △420,434
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 1,020,289 1,092,516

売上原価 171,817 244,538

売上総利益 848,471 847,977

販売費及び一般管理費 ※1
 840,166

※1
 901,726

営業利益又は営業損失（△） 8,304 △53,748

営業外収益

受取利息 2,714 1,328

その他 232 341

営業外収益合計 2,947 1,670

営業外費用

支払利息 5,777 3,452

為替差損 18,363 20,863

その他 △79 57

営業外費用合計 24,060 24,372

経常損失（△） △12,808 △76,451

特別利益

固定資産売却益 － 68

貸倒引当金戻入益 49 354

契約解除益 9,456 2,599

新株予約権戻入益 － 1,988

特別利益合計 9,506 5,010

特別損失

固定資産売却損 － 1,748

固定資産除却損 140 298

契約解除損失 △303 －

減損損失 － △15,221

過年度外国付加価値税 － 130,919

特別損失合計 △162 117,745

税金等調整前四半期純損失（△） △3,139 △189,186

法人税、住民税及び事業税 41,899 48,318

法人税等調整額 △12,302 △8,691

法人税等合計 29,596 39,626

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △228,813

少数株主利益 1,895 －

四半期純損失（△） △34,631 △228,813
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

117,880 △413,974

減価償却費 138,056 209,057

減損損失 － 210,688

のれん償却額 77,433 89,013

株式報酬費用 35,766 31,573

賞与引当金の増減額（△は減少） 42,420 △9,046

貸倒引当金の増減額（△は減少） 523 △456

退職給付引当金の増減額（△は減少） 24,514 △23,809

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 50,914 －

過年度外国付加価値税 － 130,919

受取利息及び受取配当金 △5,001 △2,302

支払利息 10,560 8,081

有形固定資産売却損益（△は益） － 1,559

有形固定資産除却損 144 5,021

無形固定資産除却損 204 1,289

契約解除益 △9,456 △2,599

契約解除損失 12,588 －

新株予約権戻入益 － △33,336

売上債権の増減額（△は増加） △7,049 △10,838

仕入債務の増減額（△は減少） △34,501 △17,696

前受金の増減額（△は減少） 77,938 61,247

その他 △192,509 180,784

小計 340,429 415,178

利息及び配当金の受取額 4,547 1,430

利息の支払額 △8,684 △6,477

契約解除に伴う支出額 △9,026 －

法人税等の還付額 3,755 11,177

法人税等の支払額 △121,699 △66,951

営業活動によるキャッシュ・フロー 209,321 354,357
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △79,477 △156,721

有形固定資産の売却による収入 － 890

無形固定資産の取得による支出 △373,552 △292,164

関係会社株式の取得による支出 － △187,104

営業譲受による支出 － △47,428

差入保証金の差入による支出 △36,129 △2,278

差入保証金の回収による収入 504 55,193

長期前払費用の取得による支出 △123 △480

貸付けによる支出 △6,237 △67,500

貸付金の回収による収入 839 －

その他 △239 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △494,416 △697,619

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 60,000 180,700

長期借入れによる収入 300,000 －

長期借入金の返済による支出 △33,336 △50,004

リース債務の返済による支出 △2,916 △4,561

株式の発行による収入 618,822 －

新株予約権の買戻しによる支出 △5,220 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 937,349 126,134

現金及び現金同等物に係る換算差額 24,295 △35,382

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 676,550 △252,510

現金及び現金同等物の期首残高 851,098 841,556

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,527,648

※1
 589,046
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　

(1)連結の範囲の変更　

　第１四半期連結会計期間において、nFlavor Corp.は連

結子会社Aeonsoft Inc.を存続会社として吸収合併いた

しました。その結果、nFlavor Corp.は消滅し、連結の範囲

から除外しております。

なお、Aeonsoft Inc.は当第２四半期連結会計期間にGala

Lab Corp.に商号変更しております。　

また、第１四半期連結会計期間に設立いたしました

Gala-Net Brazil Ltd.は連結財務諸表に重要な影響を及

ぼさないため連結の範囲から除外しております。

(2)変更後の連結子会社数

　　６社　　

２．会計処理基準に関する事項の変更

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

(1)資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する

会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経

常損失がそれぞれ285千円増加し、税金等調整前四半期純

損失が2,268千円増加しております。

(2)「企業結合に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計

基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連

結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　

平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月

26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基

準第７号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基

準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26日）、「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26

日）を適用しております。　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）　

　（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を改

正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調

整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間

（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）　

　（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を改

正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調

整前四半期純損失」の科目を表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 316,235千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 307,167千円

　 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次　　

　　　　　　　　　　      のとおりとなっております。　

給料手当 415,877千円

賞与引当金繰入額 36,318 〃

退職給付引当金繰入額 12,351 〃

役員退職慰労引当金繰入額 50,914 〃

貸倒引当金繰入額 608 〃

減価償却費 25,814 〃

ソフトウェア償却額 62,995 〃

権利金償却 9,566 〃

のれん償却費　 77,433 〃

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次　　

　　　　　　　　　　      のとおりとなっております。　

給料手当 559,397千円

賞与引当金繰入額 21,078 〃

退職給付引当金繰入額 14,380 〃

減価償却費 35,393 〃

ソフトウェア償却額 72,651 〃

権利金償却 20,544 〃

のれん償却費 89,013 〃

　 　 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次　　

　　　　　　　　　　      のとおりとなっております。

給料手当 216,408千円

賞与引当金繰入額 25,312 〃

退職給付引当金繰入額 8,567 〃

役員退職慰労引当金繰入額 44,412 〃

減価償却費 13,172 〃

ソフトウェア償却費 33,285 〃

権利金償却 4,783 〃

のれん償却費 38,716 〃

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次　　

　　　　　　　　　　      のとおりとなっております。

給料手当 278,889千円

賞与引当金繰入額 9,397 〃

退職給付引当金繰入額 10,525 〃

減価償却費 20,581 〃

ソフトウェア償却費 33,331 〃

権利金償却　 11,637 〃

のれん償却費　 44,506 〃

　 　 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係

　現金及び預金 1,246,219千円

　預け金　 298,029千円

　　　　　　計 1,544,248千円

　拘束性のある預け金 △16,600千円

　現金及び現金同等物 1,527,648千円

　

　現金及び預金勘定 589,046千円

　現金及び現金同等物 589,046千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　　　　　　　　　106,230株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

    (1)ストックオプションとしての新株予約権

　　　　　　 　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 　 165,659千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（親会社　120,530千円　連結子会社　45,128千円）

 

４．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）及び

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　提出会社及び連結子会社は、インターネット関連事業を事業内容としており、販売形態から見て単一セグメ

ントのため、記載しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

　　　　　前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

米国
（千円）

欧州
（千円）

韓国
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する

    売上高
153,136239,054519,054109,0441,020,289 － 1,020,289

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,062 56 － 195,358197,477(197,477) －

計 155,198239,111519,054304,4021,217,766(197,477) 1,020,289

営業利益又は

営業損失(△)
△117,162△4,935 83,14646,661 7,710 593 8,304

　

　　　　　前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

米国
（千円）

欧州
（千円）

韓国
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する

    売上高
336,218473,8251,015,209200,1942,025,447 － 2,025,447

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
19,740 114 － 407,149427,004(427,004) －

計 355,959473,9391,015,209607,3432,452,451(427,004) 2,025,447

営業利益又は

営業損失(△)
△185,711△55,280233,338173,222165,569△2,684 162,885

　（注）　国又は地域の区分については、連結会社の所在する国又は地域によっております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 米国 欧州 アジア他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 239,054 519,054 109,043 867,152

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 1,020,289

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 23.4 50.9 10.7 85.0

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 米国 欧州 アジア他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 473,8251,015,209200,1941,689,228

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 2,025,447

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 23.4 50.1 9.9 83.4

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)米国・・・・・・・アメリカ合衆国

(2)欧州・・・・・・・アイルランド

(3)アジア他・・・・・韓国・中国・台湾・香港・フィリピン・タイ・チリ 

　      ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４．オンラインゲーム事業に関する売上高は、パブリッシャーの所在する国又は地域別に集計しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であ

り、最高経営責任者（グループＣＥＯ）が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討

を行う対象となっているものであります。

　当社グループはインターネット関連事業を事業内容としており、国内、米国、欧州、韓国の各地域を現地法人

が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱うサービスについて各

地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは、サービス体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、

「米国」、「欧州」及び「韓国」の４つを報告セグメントとしております。各報告セグメントの主な事業は

以下のとおりであります。

日本：オンラインゲームのパブリッシング事業、データマイニング事業、コミュニティ・ソリューショ

ン事業

米国：オンラインゲームのパブリッシング事業

欧州：オンラインゲームのパブリッシング事業

韓国：オンラインゲームのパブリッシング事業及びオンラインゲームの開発並びにライセンシング事

業

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　

　 
報告セグメント　　

合計
日本 米国 欧州 韓国 計

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客への

    売上高
474,853529,304984,835253,9492,242,9432,242,943

(2）セグメント間の

    内部売上高又は

    振替高

71,400 106 － 339,926411,433411,433

計 546,253529,411984,835593,8762,654,3772,654,377

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
△88,314△32,528111,038△7,479△17,283△17,283

（注）報告セグメントの国又は地域の区分については、連結会社の所在する国又は地域によっております。　

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　

　 
報告セグメント　　

合計
日本 米国 欧州 韓国 計

売上高 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客への

    売上高
218,375267,776461,410144,9541,092,5161,092,516

(2）セグメント間の

    内部売上高又は

    振替高

3,766 51 － 160,762164,580164,580

計 222,141267,827461,410305,7171,257,0971,257,097

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
△78,698 2,405 30,660△7,046△52,679△52,679

（注）報告セグメントの国又は地域の区分については、連結会社の所在する国又は地域によっております。

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

利益　 　金額
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報告セグメント計

その他の区分損益　

セグメント間取引消去　

△17,283

△334,372

　△62,318

四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益 △413,974

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

利益　 　金額

報告セグメント計

その他の区分損益　

セグメント間取引消去　

△52,679

△135,774

　△732

四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益 △189,186

　　　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。　

　

（追加情報）　

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。
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（有価証券関係）

　有価証券の当四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。

　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）

　ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　　　　　　売上原価　　 　　　　　　　　  　52千円

　　　　　　販売費及び一般管理費　　　   13,493千円

　　　　　　特別利益の新株予約権戻入益　　1,988千円

　 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

　　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 24,758.07円 １株当たり純資産額 30,673.01円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 594.60円

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
574.73円

１株当たり四半期純損失金額(△) △3,957.77円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失金額(△)
　 　

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） 59,993 △420,434

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は

四半期純損失(△)（千円）
59,993 △420,434

期中平均株式数（株） 100,897 106,230

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 3,490 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　　　　　　　　　 　― 　　　　　　　　　 　―
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △334.49円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額(△) △2,153.94円

　同左

　（注）　１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) 　 　

四半期純損失(△)（千円） △34,631 △228,813

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △34,631 △228,813

期中平均株式数（株） 103,534 106,230

 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　　　　　　　　　 　― 　　　　　　　　　 　―

　　

（重要な後発事象）

　      　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２１年１１月９日

株式会社ガーラ

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 望　月　明　美　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 沼　田　敦　士　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ガーラ

の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年７月１日か

ら平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ガーラ及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　　(注)　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２２年１１月８日

株式会社ガーラ

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 望　月　明　美　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 沼　田　敦　士　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ガーラ

の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２２年７月１日か

ら平成２２年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ガーラ及び連結子会社の平成２２年９月３０日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　　(注)　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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